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平成２５年度 税制改正解説
法人税～雇用促進税制の拡充等

〇平成25年4月1日以後に開始する事業年度に適用される。

・この制度の適用を受けるためには、事業主都合による退職者がいないこと、一定の基準以上に雇用者が増加すること等の

要件を満たす必要がある。

・新設される「給与等支給（所得拡大）促進税制」との選択適用となる。

１．改正の概要

２．実務上の留意点

速 報

・増加雇用者一人当たりの税額控除額が現行の20万円から40万円に引き上げられます。

・適用要件の判定の基礎となる雇用者の範囲に所要の措置が講じられます（大綱段階では不明）。

（※1） 当期末の雇用者数-前期末の雇用者数
（※2） 税額控除額は法人税額の10％（中小企業者等は20％）を限度とする

内容 改正前 改正案

増加雇用者（※1）一人当たりの
税額控除額（※2）

20万円 40万円

３．今後の注目点

・適用要件の判定の基礎となる雇用者の範囲についての措置の内容が明らかになっていないため、今後の法令等の発表が

待たれる。

・厚生労働省より、雇用者の範囲に65歳以上の高年齢継続被保険者（※3）を追加する旨の要望が発表されている。

（※3） 同一の事業主に、65歳に達した日の前日から引き続いて雇用されている者(一定の短期労働者を除く)
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